
沖縄県立職業能力開発校整備基本計画見直しの概要

１ 「沖縄県立職業能力開発校整備基本計画」（以下「整備基本計画」）の目的

平成２５年度策定の「沖縄県立職業能力開発校のあり方」（以下、「あり方」）を基本に、訓練

科の再編及び再編に伴う施設整備のスケジュール等について定めたものである。

※「あり方」の概要

・現状と同様に２校体制を維持

・中部地域に普通課程拠点校、那覇市近郊に短期課程拠点校を整備

・県内産業界及び県の産業振興施策と連携した人材づくりを強化

・国、民間教育訓練機関との役割分担を推進

・職業訓練指導員の資質向上

※「整備基本計画」の概要

・訓練内容や訓練施設に関する調査を実施

・訓練科再編案の検証及び一部見直し

・各訓練科の再編スケジュールの策定

・具志川校本館建替計画案の比較検討及び各訓練施設の配置・整備計画の策定

２ 「整備基本計画の見直し」の概要

「あり方」及び「整備基本計画」は、平成21年から平成23年度までの職業能力開発校の応募

倍率、定員充足率、就職率等のデータを用いて検討を行い策定しています。

近年の人手不足等の社会情勢の変化、職業能力開発校の就職実績等の改善及び業界ニー

ズに対応した職業訓練を行うため、整備基本計画で定められた再編スケジュールや訓練期間

の設定等について、見直しを行った。

※「整備基本計画の見直し」の概要

・ 浦添校の自動車整備科を当面の間存続させ、統合の時期について再検討。

・ 浦添校のエクステリア科を当面の間存続させ、施設内訓練に代わる人材育成の手法を

検討。

・ 浦添校の電気工事科の訓練定員を当面の間維持することとし、訓練定員を20名とする時

期について再検討。

・ 浦添校の訓練科名称を訓練内容と一致させる。

・ 地域企業の求人ニーズに対応するため、板金溶接科の訓練期間を１年に変更。

※訓練科の統廃合については、原則として「あり方」を踏まえつつ、平成33年度に訓練科の

統合・廃止に向けた判断を行います。



※「整備基本計画の見直し」の詳細について

労働政策課ＨＰ掲載の「沖縄県立職業能力開発校整備基本計画の見直し」をご確認下さい。

具志川職業能力開発校
H27 H28 H29 H30 H31 H32
1年 2年 1年 2年 1年 2年
2年 1年 2年 1年 2年 1年
1年 1年 1年 1年 2年 1年

1年 2年
1年 1年 1年 1年 2年 1年

1年 2年
1年 1年 廃止（浦添へ）

1年 1年 1年 廃止（浦添へ）

1年 1年 1年 1年 2年 1年
普通課程へ 1年 2年

1年 1年 1年 1年
6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月

6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月

廃止
6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月

1年 1年

浦添職業能力開発校
H27 H28 H29 H30 H31 H32
1年 2年 1年 2年 1年 2年
2年 1年 2年 1年 2年 1年
1年 1年 短期課程へ

1年 1年 1年 1年
1年 1年 1年 オフィスビジネス科に名称変更、短期課程へ

6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月

1年 1年 1年 1年 1年 1年

1年 1年 1年 1年 1年 1年
配管・建物設備科に名称変更

1年 1年 1年 1年 1年 1年
溶接・板金塗装科に名称変更

1年 1年 1年 1年 1年 1年

6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月 6ｹ月+6ｹ月

廃止

短
期
課
程

電気工事科

設備システム科

板金溶接科

エクステリア科

ビジネスマネジメント科

ショップビジネス科

総合実務科
（知障）

普
通
課
程

自動車整備科

建設機械整備科

OA事務科
（身障）

本館・工事

普
通
課
程

自動車整備科

電気システム科

メディア・アート科

短
期
課
程

建設機械整備科

設備システム科

情報システム科

オフィスビジネス科
（身障）


